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後期高齢者医療保険料の還付金の未処理等について 

後期高齢者医療保険料の特別徴収分（年金からの天引き）について，還付すべき保険料の一

部に未処理（令和６年度及び令和７年度の過誤納金）及び還付処理の遅れ（令和７年度の過誤

納金）が判明したため，お知らせします。 

１ 制度概要（後期高齢者医療保険料の特別徴収分の還付） 

  被保険者が亡くなった場合，死亡日を基準に保険料を再計算し，過誤納金が生じたときは

速やかに相続人に還付します。なお，当該年度内は保険料の歳入から，過年度分は後期高齢

者医療事業特別会計における歳出予算「諸支出金」から支払います。 

また，還付は保険料の徴収時期により取扱いが異なり，「死亡日の翌日以降に徴収された

分（以下「通知による還付」といいます。）」は，日本年金機構から送付される返納金内訳

書に基づき還付します。一方，「死亡日以前に徴収された分（以下「再計算による還付」と

いいます。）」は，機構からの通知がないため，本市が保険料を再計算し，過誤納金が生じ

た場合に還付します。 

２ 概要及び影響 

令和８年７月，令和８年度予算の諸支出金の予算不足が見込まれることから，その要因を

調べたところ，「再計算による還付」について，次のとおり不適正な事務処理が判明しまし

た。なお「通知による還付」は適正に処理されています。  

(1) 還付の未処理

「再計算による還付」のうち，令和６年度の11月分以降のすべて，及び令和７年度の一

部が，還付されないまま未処理となっていました。その状況は次の表のとおりです。 

「再計算による還付」の未処理状況 

賦課年度 
①未処理の還付金 ②還付加算金 （参考）未処理の還付金 

（最小／最大金額） 人数 金額 人数 金額 

令和６年度 

（11月分以降） 
３６３人 ２，５８３，７０２円 １人 約１，２００円 

最小金額  

最大金額  

８１円 

６３，６９５円 

令和７年度 ４６人 ５６２，５４３円 ０人 ０円 
最小金額 

最大金額 

３６２円 

５３，６０１円 

計 ４０９人 ３，１４６，２４５円 １人 約１，２００円 
最小金額 

最大金額 

８１円 

６３，６９５円 

（注）①は確定額です。②は概算（予定）額で，還付完了日までの期間に応じて変動します。

上記は令和８年10月中の還付完了を前提に算出しています。 

(2) 還付処理の遅れ

過誤納金は確定の都度速やかに還付すべきところ，令和７年度分の「再計算による還

付」は，令和８年３月から還付処理を行いました。このため当該年度の歳入からの還付が

間に合わず，令和８年度予算の諸支出金から支払うこととなり，還付に係る予算が不足

することになりました。 
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３ 経過及び原因 

（1）経過 

令和７年12月，保険年金課職員が，令和６年度11月以降分の「再計算による還付」が未

処理であることに気付きましたが，その事実を上司に報告・相談しないまま，所属長等の

決裁を経て，令和８年３月から還付処理を行っていました。 

（2）原因 

ア システム更新に伴う事務手順変更の徹底不足

令和６年10月のシステム更新に伴い「再計算による還付」の対象者リストを作成す

る必要が生じましたが，組織として変更後の手順の周知・確認が職員に対して十分に

行われておらず，リスト作成と還付処理を行っていませんでした。 

イ 制度理解の確認不足及び適切な報告の欠如

当該制度について，組織として職員への十分な周知や理解度の確認が行われておら

ず，また未処理に気付いた際に上司へ報告・相談する仕組みが十分に機能していませ

んでした。 

ウ 組織的な業務管理の欠如

管理職等による業務管理が行われておらず，職員任せとなり，決裁時の内容確認も

不十分で，不適正な事務処理が長期間是正されませんでした。 

４ 対応状況 

  本件発覚後，後期高齢者医療保険料及び保険年金課が事務を行う国民健康保険料につい

て，令和３年度まで遡り調査した結果，令和８年度分を含め本件以外は適正に還付処理を行

っていることを確認しました。 

５ 今後の対応 

還付が必要な相続人に，お詫び文書及び還付通知書を速やかに送付します。 

６ 再発防止策 

本事案を重く受け止め，次のとおり再発防止に取り組みます。 

(1) 制度及び事務処理手順の理解徹底

全ての職員が担当業務の趣旨や市民の生活に直接影響することを十分理解した上で事

務を行うよう，改めて周知徹底を図ります。あわせて，制度や事務処理手順について，グ

ループ内での協議などの機会を活用して全ての職員の知識向上に努めます。特に制度変更

時は，変更内容や制度上の趣旨，新たな事務内容を課内で確実に共有し，処理漏れを防ぎ

ます。 

(2) 組織的な確認体制の強化

管理職等が業務の進捗状況を確実に確認することを徹底します。あわせて，職員が誤り

や疑問に気付いた際には一人で判断せず，速やかに上司へ報告・相談するよう周知徹底を

図ります。また，報告・相談しやすい職場づくりにより，職員任せとならない組織的なチ

ェック体制を強化します。 

(3) 全庁的な再発防止の徹底

本事案を踏まえ，別紙のとおり，庁内（上下水道局及び行政委員会を含む。）に通知を

行い，全庁的な再発防止の徹底を図ります。 



  （別紙） 

呉 行 ２ 第 号  

  令和８年８月  日 

各 部 （ 局 ） 長 様 

総 務 部 長 

（行政改革デジタル推進第２課） 

後期高齢者医療保険料の還付金の未処理等の発生 

及び再発防止について（通知） 

 本市では，内部統制制度を導入し，組織的に取組を進めているところです

が，別紙のとおり，後期高齢者医療保険料の特別徴収分の還付事務において，

還付すべき保険料の一部に未処理及び還付処理の遅れが生じる事務処理誤り

が発生しました。 

 市が行う各種事務は，市民の生活や財産に直接影響を及ぼす重要なもので

あり，適正かつ確実に実施する必要があります。 

 不適正な事務処理の再発を防止するには，日頃から，職員一人一人が，制

度本来の趣旨や根拠法令を理解した上で業務に取り組むことが重要です。 

また，事務処理上の誤りや遅れ，判断に迷う点が生じた際に，担当者が一

人で抱え込まず，速やかに上司へ報告・相談することは，事務を適正に処理

する上で基本的かつ重要な対応です。 

さらに，管理職等は，業務が適正かつ確実に行われているか，進捗状況を

確実に把握する必要があります。その上で，日頃から報告・相談しやすい職

場づくりに努め，担当者任せにすることなく，組織的なチェック体制を強化

することも重要です。 

つきましては，各部（局）長におかれましては，本事案を各部（局）の業

務に当てはめ，どの部署においても起こりうることだと認識していただき，

再発防止に努めてください。 

また，市の信頼に影響を及ぼすおそれのある不適正な事務処理が起こらな

いよう，職員間・グループ間・所属内において，話し合う機会を必ず設けて

ください。 

 なお，内部統制制度に関する関係通知等は，共有ライブラリーに掲載して

いますので，参考にしてください。 
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